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持続可能社会のビジョンと環境研究

田島一成氏（環境副大臣）　　　　　
鈴木基之氏（中央環境審議会会長）　
武内和彦氏（国際連合大学副学長）　
　　司会　藤江幸一（横浜国立大学）　

藤江：　ただ今より，鼎談を始めさせていただきま
す。本日のご講演をいただいた田島一成副大臣，鈴
木基之先生，武内和彦先生に壇上に上がっていただ
いております。今日の鼎談のテーマは「持続可能社
会のビジョンと環境研究」でございます。鈴木基之
先生に議論をリードしていただきまして，講師の先
生方で大いに語り合っていただきたいと思います。
それではよろしくお願いします。

鈴木：　それでは本日の「田島一成環境副大臣を囲
む講演と鼎談」のうち，鼎談の部分に入らせていた
だきます。
　お聞きいただきましたように，田島副大臣には，
環境政策立案からその執行，政策の展開の部分を
詳しくお話いただきました。また，私からは環境政
策と環境研究について話をさせていただきました
し，武内先生からは都市計画あるいは国土計画とい

う，環境というキーワードを超えた国の在り方につ
いてお話しいただきました。
　この集まりは，何か結論を出すというよりはむし
ろ，副大臣はじめとして実際にポリシーメーカーで
あられる方々と，環境科学研究者，あるいは実際に
具体的な事柄に当たっておられる方々といかに情
報交流，また協働，協力を進めていくかということ
の一つのきっかけ，出発点として企画されておりま
す。そう観点で，フランクにいろいろお話をお伺い
できればと思っております。　
　まず田島副大臣に，後の 2 件の話を聞いていた
だいて，どんなふうにお考えになられたか。そして，
またご自身のお話しに対する補足も含めて口火を
切っていただければと思いますので，よろしくお願
いします。

田島：　私は生まれ育ったのが滋賀県の琵琶湖のほ
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とりということもあって，70 年代前または 70 年以
降に，若い非常に感性豊かな時期に環境問題に触れ
るフィールドがあったから，環境，野生生物につい
ての思い出が非常に多かったことは紛れもない事
実です。
　しかし，環境省は歴史が非常に浅いという問題も
ありますし，歴史的に伝統ある大きな省庁と比べる
と，予算規模も全体予算のわずか 0.4％です。予算
規模に加えて，省員は合わせてもおよそ 1,200 人と
いう規模の小ささの中で，環境がこれからの時代を
切り開いていくのだと言いながらも，現実には政府
の中での立ち位置は非常に弱いものがあることを，
お話を聞きながら振り返って反省したところでも
あります。
　ただ，私たちがこれから政権の中で環境分野をど
のように位置付けて，政策としてこれから大きな柱
の一つとして展開していくかという点では，多くの
研究者，世論の期待は非常に大きいと認識します。
また，ある意味では，学会の皆さんのお考えいただ
いていること，そして現実，政治また政府としてど
のようなことを皆さんが求めていらっしゃるのか
ということも，これからこうした機会を通じて，い
ろいろとご意見を聞く機会ができればと思ってい
るところです。
　これからの鼎談の中でご紹介させてもらいたい
と思いますが，予算がたいへん厳しいという現状の
中で，政策の中でもマニフェストに書いたこと，そ
のマニフェストの政策の優先順位を付けなければ
ならないという課題，そして将来的にわたって，今
ここでしっかりと投資していかなければならない
政策など，問題点が非常にシビアになってきている
と認識しています。今，環境省として訴え，また世
論の賛同をいただく，また研究者の皆さんの理解を
いただくという取り組みを，これからしなければい
けないと痛感したところです。

鈴木：　ありがとうございました。環境省はいろい
ろな面で，メディア，マスコミ，新聞等々で記事に
なることも多いわけですが，そこが予算規模は0.4％
という状況にある。一方において，環境は，これか
ら国の持続可能性を考える上での中心とならねば
ならず，武内先生のお話にありましたように，まさ
に国の設計というところに向かっていかなくては
いけない時代です。
　そろそろ日本も環境が基軸になりながら，それを
発展させて持続可能な国をつくっていくことにつ
いてどこが考えることになるのか。戦略局のような
ものが本当は考えるのか，官邸が考えるのか。いろ

いろなところがあるだろうと思います。武内先生か
らは，将来の人口減少も含めて，都市と農村の在り
方，国全体がどういうしくみであるべきかというこ
とについてのお話がありましたが，将来の姿につい
てはお考えでしょうか。

武内：　私自身，今日一番申し上げたかったことは，
従来のように経済を切り離して環境を議論するの
ではなくて，経済と環境を融合した，あるいはそれ
以外のことも含めた，一段と止揚された環境観に立
つということが必要だということです。私は，最近
はそれをサステイナビリティ学と呼んで，その学の
創設を考えています。その要点は，いろいろなもの
をインテグレートするということです。環境という
専門分野をつくるのではなく，環境も含めて細分化
されたさまざまな要素をインテグレートしていく。
そうしないと，非常に複雑な問題である地球温暖化
や生物多様性の減少などの地球環境問題は解決で
きないだろうと思います。

鈴木：　ここは具体的にどこで議論したらいいので
しょうか。環境省がイニシアティブを取るというこ
とが可能かどうか。そのためには一番手っ取り早い
のは，大きなプロジェクト，プログラム，大きなグ
ランドデザインを持ったメカニズムを作って，そこ
にそれぞれが参加できるようなしくみが作れると
面白いと思うのです。

田島：　今まで，例えば学会もそうですし，NGO，
NPOもそうですが，まずそれがありきの形で，例
えば競争的資金の創設とかさまざまなプロジェク
トを作り上げる，または，審議会や懇談会を作り上
げるというのが常だったと思います。今おっしゃっ
てくださるように発想の転換というのは，もうこの
時期，この時代だからこそ，当然求められるものだ
と思います。
　環境省の中での競争的資金についても，これまで
4つの競争的資金を抱えていました。つまり，環境
省の中にある局単位で，それぞれの競争的資金を抱
えておりました。しかしながら，今や学際的なテー
マであるとか，学会と学会のすき間，すなわちニッ
チの部分に，どうもその領域が十分に対応できない
分野等々が出てきた場合に，どこにも当てはまらず
に，せっかくのチャンス，競争的資金を活用するこ
とができないという研究者からの声などがありま
した。その中で今回は，水，大気，資源リスク分野
と温暖化の適用策などの競争的資金を一つにまと
めて，総合推進費という形で環境研究の一本化を
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図ったところであり，23 年度には循環型社会の分
野の競争的資金も一本化にするために準備をして
いるところです。

鈴木：　環境省の方で環境研究としても何が重要か
ということをきっちりとまとめておく時期である
と思います。例えば，総合科学技術会議で次の科学
技術基本計画をまた作り始めるわけですが，科学技
術全体の政策を決めていくところに，環境研究はど
ういうふうに，どうあるべきかということを，必要
な形で有効な形で書き込んでいただく。このために
は，環境省の方でも，全日本として環境研究的なも
ののあり方をしっかりと検討して進めておかなく
てはいけない。それが多分，今の時期であるのでは
ないかと思います。
　武内先生は，環境研究だけではなく，環境以外に
もさまざまな研究にかかわっていらっしゃいます。
先ほどのお話にあったサステイナビリティ・サイエ
ンスというような新しい学を，これは環境も含み，
経済，国の在り方，人口構成から何からすべて含む
学問ということになっていくかと思うのですが，そ
ういうものを打ち立てていくときに，どこを受け皿
にして研究を進めていくのが適切か。将来的にどう
いう姿があるべきかということについて，どういう
ふうにお考えでしょうか。

武内：　今，私はインテグレートする学問としての
サステイナビリティ学の実践的な方法論を考えて
いて，その応用として，例えば低炭素社会，循環型
社会，自然共生社会とその融合による持続可能な社
会づくりいうものを考えているわけです。こういう
取り組みには多くの専門分野の方々の参加が必要
で，これをまた新たな学会にしてしまったのでは，
環境学が歩んだ道と同じことになると思うのです。
つまり，問題に応じて関係者が集まれるというメカ
ニズムが非常に重要で，それを固定的な学会として
維持していく必要はないだろうと思っているので
す。
　そういう仕組みが世界でいろいろできているの
です。私は近くアメリカへ行って，サステイナビ
リティ・サイエンスのグループと意見交換をして
きます。これは毎年 1 回，アメリカの全米科学振
興会（AAAS）の場で開催されるものです。その場
に関係者が集まって情報交換をしています。また，
『PNAS（the Proceedings of the National Academy 
of Sciences of the United States of America）』にサ
ステイナビリティ・サイエンスのセクションを作っ
て，発表の機会も与えています。

鈴木：　環境問題に関しては，一般の市民の方々が
それぞれの問題にたいへん関心をお持ちになって
おられます。環境省の施策に関するパブリックコメ
ントなどには，まだハードルが高くてなかなか参加
しにくいということがあるかもしれませんが，いろ
いろな問題や場において NPOの方々も含め一般市
民の方々が後ろについて，あるいは前におられて，
見張っていただいている。これは環境省にとって大
きな力となるものと思います。環境省の側からいか
がでしょうか。一般の方々の力を，施策あるいは立
案，執行に，どういうふうに活かしていくのがいい
とお考えでしょうか。

田島：　実は私は大学院で公共政策を専攻いたしま
して，いかに市民の力を引き出せるかということを
テーマに論文を書いたのですが，NPO法ができて
から，確かに全国を見渡すと，市民レベルでのそう
いう力が台頭してきたことは否定できないと思っ
ています。もちろん，学問の領域の学会などに比べ
れば，まだまだ専門性という部分では及びません
が，それでもマンパワーとしての力はたいへん大き
なものがあろうと思います。
　また，環境省ではもちろんそうですし，今，法律
を新たに作っていく場合にあっても，条文として盛
り込んでいかなければいけないとわれわれが感じ
ているのは，民意の反映ということです。もちろん
方法としてはパブリックコメントとか，市民，国
民の代表である市議会等々にきちんと諮問すると
いった方法も，民意を反映していく手法の一つだと
思います。しかしながら，学会とか NPO，市民代
表といった方々からのいろいろな現場での経験等
に基づいた形での意見をまとめていく，取り入れて
いくということは，非常に重要なことです。おそら
く，各学会の研究者の皆さんも，フィールドワーク
等々を踏まえて，相当現場，現地へ赴き，生の声と
向き合ってこられているのではないかと思ってい
ます。
　環境省においても，もちろん同じようにこうした
プロセスをやはり重要視していっているところで
すし，とりわけ自然分野においては，NGO，NPO
の力なくしては，実現できる施策はほとんどない
と言っても過言ではないと思っています。迎える
COP10会議においても，NGO，NPOの力に相当頼っ
ているところがあります。
　それだけに，私どもは，こうしたいわゆるセク
ター別のさまざまな力，長所，短所をうまくミック
スさせていくことができるならば，皆さんと同じ目
線で話し合っていくということがどんどん発達，ま
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た普及していくならば，政治とか官対民という対立
構造がなくなっていくだろうと思います。おそらく
政策立案，実施，評価のプロセスにおいても，もっ
と円滑に，また柔軟に対応していけるのではないか
と思います。
　ただ，環境省の立場で，私も最近国会の答弁でよ
く答えがもう一歩踏み込めないということがござい
ます。これは科学的知見が整っていないという問題
点にぶつかるときです。例えば健康被害等にあっ
ては，医学関係の回答では，こうした科学的な知見
の整う論文が発表されていないとか，研究が進んで
いないということで，本来ならばそれを基にしてさ
まざまな基準やいろいろなものを施策として定めて
いきたいのですが，それがどうも整っていない。そ
ういった領域をテーマに扱っている学会がなければ，
研究者もいない。どんどん人が減ってきているとい
うこともあって，行政サイドから求める研究領域に
専門家がいらっしゃらなかったり，そういう論文が
出てこなかったりということで，なかなかもう一歩
踏み込んだ施策の展開ができないという課題を抱え
ているのも，実は本音の部分にあります。こういっ
たところで，お互いがうまくマッチするような場と
申しますか，そういうテーマ等について行政サイド
と研究者のサイドとがうまく合致するような場が持
てないかというような希望を思ったりすることが
多々あるのも事実です。

鈴木：　環境省，ほかの省でもそうですが，往々に
して各省庁の研究費において，行政ニーズというこ
とが強調されて，行政のニーズに合ったテーマ，あ
るいは合った研究申請が採択されるというイメージ
があると思います。しかし，私は行政ニーズとして，
あまりにも短期的な，今すぐ必要だからということ
が出てきますと，研究者の方々はつい腰が引ける面
があると思います。将来，こういうことが重要にな
るだろうということを，全体像としてきちっと設計
しておいて，行政と研究者がうまい形でタイアップ
していけるようなしくみができるといいのかなと思
います。

田島：　先ほどの説明で紹介いたしました，子供の
健康と，環境に関する疫学調査などは 10 数年かけ
てやらなければいけない。アメリカやヨーロッパ等
の同種の調査とも連携しなければいけないものなの
ですが，毎年毎年，10 数年間，何億円も投入しな
ければならない。ただ，こうしたことを国民の皆さ
んにも理解していただけるようなプレゼンテーショ
ンが必要ですので，専門家の皆さんにも，分かりや

すくご紹介いただけるような取り組みについてぜひ
エネルギーを使っていただけたらと思います。

鈴木：　まだまだお話を伺っていきたいのですが，
時間がまいりましたので，最後にお一言ずつお願い
したいと思います。
　今の議論の中では出ませんでしたが，今年は「生
物多様性年」，国連の生物多様性条約の第 10 回締約
国会議（COP10）が愛知県名古屋市で開かれます。
しかし，日本の場合は，生物多様性といわれてもあ
まりピンと来ないのは，たぶん，鳥類あるいは植物，
動物，哺乳類になると，日本はマダガスカルと同じ
ぐらい多様な資産を有しているせいではないかと思
います。わが国で，多様性を失っているのは爬虫類
とか両生類でしょう。生物多様性を保全する，劣化
を防いでいくというのはなぜ必要なのか，ではどう
するかという，非常に大きなテーマでありながら分
かりにくいテーマを，皆さんに理解していただくと
いう，たいへんなことを始めないといけないでしょ
う。
　その辺の心意気も含めて，では，武内先生の方か
ら一言お願いします。

武内：　生物多様性の話を伺いましたが，最近，愕
然としていることがありまして，それは内閣府の国
民意識調査の結果です。「生物多様性という言葉を
知っていますか」と聞かれて，「知らない，聞いた
こともない」というのが国民の 6割を超えているの
です。こういう状況をどう変えていくのかは，非常
に大きな課題だと思います。
　その際に，今の鈴木先生の言われた話からすると，
基本的には，科学と社会の距離がありすぎると思う
のです。気候変動についても，もともとは大きな
距離があったのですが，IPCCなどの影響もあって，
気候変動という現象は見えにくいけれども，実は深
刻だという話になってきました。それから，現実に
起こっている問題が温暖化の兆候かもしれないとい
うことも，事実として明らかになってきました。
　社会がそれを受け入れて，今はまだ科学的には不
確実性が残るけれども，いまきちんとした対策を講
じた方が経済的にも得だということを，学者が言う
だけではなく，社会も認めるようになってきたと思
います。それに対して今，生物多様性条約はどうなっ
ているかというと，特定の動植物に関心のある人々
は生物多様性は大事だと言っているが，社会の多数
の人たちには，それが本当に身近な問題なのか，自
分たちの問題なのかということの情報も伝わってい
ないのではないかと思います。
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　ここの距離をどうやって縮めていくのか。私は二
つやるべきことがあるように思います。一つは科学
的な知見も，きちっと分かりやすいかたちで社会に
伝えていくことが大事だと思います。もう一つは，
生物多様性，生態系がこのまま減少し，劣化すれば，
人間生活にも社会にも大きな影響をもたらすこと
について，情報をきちんと整理し，発信していくこ
とが必要だと思うのです。それがうまくいけば，生
物多様性についての科学の知識が不十分であって
も，生物多様性を守るという方向に社会を変えよう
という合意が得られるようになっていくのではな
いかと思います。
　その意味で，私は科学と社会の動的関係を構築す
ることが重要だと思います。これまでの科学と社会
の関係というのは，科学が何か成果を出して，それ
が技術で応用されて，それを社会で使っていくとい
う，段階を踏みました。サステイナビリティ学はそ
うではなくて，科学もよく分かっていない，社会も
まだよく分かっていないという状態を，科学が何と
か分かろうとする，社会が何とか分かろうとする。
そして，科学と社会が対話することでその問題を解
決していくというアプローチがとられます。その際
に，科学的な知識が不十分であっても，社会がその
不確実性を受け入れることによって，問題解決に向
かうという動きをすべきです。その意味では，これ
までの科学的なものの考え方や段階の踏み方とは，
だいぶ違うのではないかと思っています。

鈴木：　では，田島副大臣，お願いします。

田島：　ありがとうございます。先週の月曜日，私
の母校の小学校 6年生の教壇に立ってきました。も
ともとのテーマは「日本の政治と国会のしくみ」と
いうタイトルだったのですが，「今，何を一生懸命
頑張っているのですか」という質問をいただいて，
この生物多様性条約，COP10 の話をしました。
　小学校 6年生に生物多様性を説明するのは，そう
生易しいことではありません。先ほどお話ししてく
ださったように，30 数％しか生物多様性を知らな
い。6年生にいたっては，一人，二人，知っていれ
ば立派なものです。私がそのときにお話し申し上げ
たのは，「なぜ最近，山にシカがこんなに増えたの
だと思う？」という話です。昔はこのシカはなぜ少
なかったのでしょう。実はオオカミがいたからなの
です。でも，そればかりでもないのですよねという
話をしました。シカばかりが増えたらどうなります
か。山がめちゃくちゃになりますね。畑や田んぼも
ひどくなりますよね。そんな話をして，さらに，も

しカエルがいなくなったらどうなるでしょうか。虫
や害虫がいっぱい増えて，カエルをえさにする鳥が
いなくなって，そうするとお米も食べられなくなり
ますよね。そうやって子供たちの生活に少しでも近
づけるような解説をして，それが生物多様性という
漢字 5文字になるというふうに説明をしました。　
　この生物多様性条約締約国会議を「国連地球生き
もの会議」という名称で分かりやすく伝えていこう
という取り組みも一方でやりますし，生物多様性が
皆さんの暮らしにいかに直結しているのかという
ことを伝えていく。ひいては，科学と皆さんの暮ら
し，社会とを結び付けていく。それが今回のきっか
けではないかと思っています。
　そういう意味では，10 月まで時間もありません
が，国内での知っている人の数を増やすことも大切
ですし，会議の準備を進めていくことも大切です。
ありとあらゆる皆さんに呼びかけながら，専門家の
皆さんのお力も借りながら，成功に向けて取り組み
を進めていきたいと思っています。

鈴木：　ありがとうございました。生物多様性，こ
の言葉自身も実は新しい言葉なので，国際的にもこ
れからなすべきことが多い課題かもしれません。生
態系という言葉を使う方が同じことをもっと判り
やすく伝えられるかもしれません。
　日本の国づくりに関する武内先生のご講演では
江戸時代の風景画がありました。山にあまり木が生
えていないのです。これは，山の木がまきに使わ
れ，ある種の持続可能な利用がなされていたからと
考えられるでしょう。自然と人の新たな関係をどう
作っていくのか，近くの山だけではなくて都市と中
山間地を資源の利用，経済，文化交流その他，多様
な形でどういうふうにリンクさせていくのかは，国
づくり全体にかかわる問題でしょうし，森林の維持
は，まさに炭素吸収源とも絡んで重要な課題でしょ
う。問題，あるいは興味の的というのは，数限りな
く広がっていくわけです。
　そういう中で，環境省がわずか 0.4％の予算で，
頑張っておられる。そこに，われわれ環境研究者，
あるいは学会としてどういうふうにコミットし，協
働していけるのか。それをこれからも考え続けてい
かなければいけないと思います。新しい持続可能
性（サステイナビリティ）の方向に向けて，国のか
じを大きく取っていかなければいけないときに，小
さな学会の枠を超え，学問そのものもインテグレー
トさせながら，どのようなしくみが適切であるの
か，考え続けていかなくてはいけないと思っており
ます。
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　まだまだ田島副大臣，武内先生にお聞きしたい，
あるいは会場の先生方もおっしゃりたいことが多
かったのではないかと思いますが，時間ということ
で，これで閉じさせていただきたいと思います。会
場の皆さま方もアイデアをたくさんお持ちだと思
います。それを活かす機会を改めて持てるようにし
たいと思います。どうもありがとうございました
（拍手）。

藤江：　田島副大臣，鈴木先生，武内先生，たいへ
んありがとうございました。御礼申し上げます。会
場の皆さん，本日のご講演，そして鼎談，お楽しみ
いただけましたでしょうか。本日のご講演と鼎談に
つきましては，まとめをこれから作ることを予定し
ております。学会誌等々で公表させていただければ
と考えております。ぜひ，お楽しみにお待ちいただ
ければと思います。
　それでは閉会に当たりまして，社団法人化学工学
会環境部会の竹下健二部会長より，閉会のごあいさ
つを申し上げます。

閉会あいさつ

竹下：　化学工学会・環境部会部会長をしておりま
す竹下でございます。共催学会を代表しまして閉会
のあいさつをさせていただきます。
　今日の論議を少し振り返ってみますと，田島副大
臣からは民主党マニフェスト，あるいは「鳩山イニ
シアティブ」に基づいて，地球のいのちを守る，人
間性のある科学，グリーンイノベーションを通した
経済発展というタームを通しまして，環境関連産業
の発展と同時に CO2 の大幅削減を実現するという
力強い政策方針が述べられました。
　鈴木基之先生からは，持続可能な社会を確立する
ためにはどのような環境研究が必要であるかとい
う論議が出されまして，長期ビジョンの必要性が強
調されました。武内先生からは，新しいまちづく

り，都市と農村の融合の在り方など，高齢化社会や
人口減少社会におけるコンパクトシティあるいは
「SATOYAMAイニシアティブ」という構想が述べ
られました。
　本日のこうした論議をお聞きしておりますと，今
こそ環境研究者と国の政策立案者の強い連携を実
現できる体制が必要だということを強く実感した
わけですし，また今回，田島副大臣のお話をお聞き
して，そういうことができる時代が来たのではない
かなという実感も持ったわけです。環境研究という
のは，非常に総合的かつ統合的なアプローチが必要
であるというのは言うまでもありませんが，それを
進めていくための組織あるいは体制が必要なのだ
ということも示されました。これには研究者が一つ
ずつ小さな研究をただ重ねていくのではなく，しっ
かりとまとまっていけるような意識改革が当然必
要ですし，それと同時に国の強力なサポートも必要
不可欠であることは言うまでもないことです。ぜ
ひ，田島副大臣には，これからも積極的にこうした
ところに目を向けていただければという思いを強
くいたしました。
　最後に，たくさんの方々にお集まりいただきまし
て，成功裏に会合を終了できますのも，田島副大臣
をはじめ鈴木中央環境審議会会長，武内国連大学副
学長，それと藤江日本水環境学会会長のご尽力によ
るものであると思っております。持続可能な社会の
実現に向けて，今後の環境政策，あるいは環境研究
がさらなる進展，展開を見せますことを祈念しまし
て，閉会のあいさつとさせていただきます。本日は
どうもありがとうございました（拍手）。

藤江：　竹下会長，たいへんありがとうございまし
た。
　それでは最後に，講師の先生方にもう一度大きな
拍手で御礼申し上げてお送りしたいと思います（拍
手）。どうもありがとうございました。


